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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

暑さ寒さも彼岸まで、と言われているように、これから春が本格化し始める。私の住んでいる北海道も、すっかり雪が解け始め、このままではあと2~3週間のうちに根雪が消えて行くに違いない。長い冬の後だけに、春が来るのが待ち遠しい。
民進党大会での井手英策慶応義塾大学教授のスピーチ、参加者に感銘を与えたようだ
　さて、先週の12日に開催された民進党の党大会において、来賓として挨拶された井手英策慶応義塾大学教授のスピーチの内容が大変評判を呼んでいるようだ。早速ユーチューブを見てその内容を聞いたのだが、確かに聞く者の心に迫るものがあり、素晴らしい訴えだったと思う。何よりも、自分がなぜこのような場で、訴えなければならないのか、日本の政治・経済・社会の抱える課題を深刻に考えられている事の危機感が、聞く者に強く印象付けられたに違いない。

井手教授は、この間民進党の前原代議士らと勉強会を継続され、蓮舫執行部になって以降、前原グループの勉強会から民進党の「尊厳ある生活保障総合調査会」へと格上げし、そのアドバイザー役を務めて来られてきた。特に新自由主義に基づく経済政策によって、格差社会を招き、いまや社会保障・教育が先進国の中で最低のレベルにまで落ち込んでしまったことを厳しく批判される。さらに、相模原の障がい者殺傷事件などに見られるような、弱者が弱者を痛めつけるような日本を変えて行く必要があることを強く訴えられている。
　また、アベノミクスに対して、かつてのような高い成長を取り戻せると考え、成長を競い合うことが必要なのではなく、助け合い、分かち合う事の必要性を強調されている。自己責任という事に怯える社会から、人間らしい生活や安心できる暮らしを取り戻す必要があり、それができるのは政治家の皆さん方にしかできないのだ、と訴えておられる。
　井手教授との10年以上のお付き合い、アメリカへの留学による「中間層と貧困層の分断」から「連携」の重要性を指摘
　井手教授とは、神野直彦東大名誉教授の御紹介で今から10年以上前に初めてお会いし、以来野党時代はもちろん、民主党が政権獲得した時には政府税制調査会の専門家委員会のメンバーに就任していただき、政策面において全面的にご協力していただいた方である。井手教授との思い出として印象に残っているのは、一時アメリカのコロラド大学に留学されて帰国された時一緒に食事をする機会があった。その時にお話しされた内容のなかで、アメリカ社会は中間層が富裕層と連携して貧困層との間に分断が出来上がっている。必要なのは、中間層と貧困層との連携なのだ、と言う言葉がやけに印象に残っている。

お酒を飲みながらの会話であり、私自身の記憶の上での話なので正確性を欠いているかも知れない。ただ、井手教授の最近におけるユニバーサルな社会保障サービス、即ち所得による選別的な社会保障ではなく、全ての国民にサービスを提供する必要があるという指摘の背景にあるのは、選別的な社会保障による市民社会の分断がアメリカにあり、そうしたアメリカ社会の問題を鋭く認識しておられる事があるのかもしれない。さらに、トランプやサンダース支持の大きな潮流が出てくる背景についても、うまく説明できるように思えてならない。
社会保障にとって重要なのは「財源」なのだ、民進党は増税から逃げてはならない
何はともあれ、ご一緒にお酒を酌み交わし、いろいろと親交を温めさせていただいた方であり、こうしてあまり評判の良くない民進党の大会での素晴らしいスピーチをしていただけたことに、感無量である。井手教授の熱い思いを、民進党の国会議員の方たちがしっかりと受け止め、今後の政治の現場で生かしていけるよう努力して欲しいものだ。社会保障にとって、一番肝心なのは財源問題、即ち増税や社会保険料の引き上げ問題なのだ。そこから逃げていては、アベノミクスに対抗できない事をしっかりと肝に銘ずる必要がある。
スティグリッツ教授が経済財政諮問会議に出席、日本経済への問題提起へ
　さて、アメリカのスティグリッツ教授が14日の経済財政諮問会議に招かれ、日本の経済財政運営の課題を論議したようだ。まだ、当日の議事要旨が公表されていないので、どんなやり取りがあったのか不明であるが、記者会見と当日配布の資料が公開されているので、どんな問題を提起されたのか、おおよその事は知ることができる。
　新自由主義的経済学者が触れない「分配」「再分配」問題を重視へ
スティグリッツ教授は、新自由主義的な経済学者とは異なり、所得の分配問題について積極的に改革すべきことを主張されている。経済の目的は，GDPの最大化ではなく国民の「社会厚生」の改善にあり、この間先進国は、低成長の下で格差が大きく拡大し、「厚生」の低下すらもたらしている。経済は製造業からサービス産業中心に転換しており、とくに教育・健康医療・他の公的サービスの分野は市場「のみ」ではなく、主として社会的に決定されることを指摘する。その上で、次のように主張されている。
　「もしこれらのサービスの価値を高く評価し、良い賃金を支払い、良好な労働環境を提供し、十分な雇用を創出すれば、市場における所得格差を限定する事が出来る。」

　実に納得的であり、その他、多くの問題点の指摘と解決方法の提起があるが、殆どの点で納得的である。もっとも、当日の短い時間の中でどのように議論が展開されたのか、総理がどのような発言をしたのか、議事要旨の公表を待ちたい。

　気になるスティグリッツ教授の消費増税に対する消極的評価
　ただ、どうしても指摘したいのが消費増税についてのスティグリッツ教授の消極的な評価である。即ち「日本の政府債務には多くの人が懸念」している事を指摘した中で、「政府債務を低下させるために消費税を上げることは逆効果」とされている。どんな説明が教授から為されたのか、想像でしかないのだが、逆進性の問題と内需の低下を招くことによるデフレの要因を指摘されるのだろう。
教授は、代わりに炭素税を提唱される。もちろん、炭素税の導入は大賛成であるが、その導入に向けての産業界の抵抗のすさまじさを知る者にとって、消費税の税収に匹敵するだけの増税が炭素税から得られるとは考えられない。消費税の1%が約2兆5千億円という財源の調達力に魅力があるわけで、ＥＵ諸国のように20％台にまで上げられれば、社会保障や教育の充実に少しは回せることが可能である。
それこそ、井手教授の政策ではないが、ユニバーサルサービスへの支出を通じて所得の再分配機能を高めて行けば良いのである。累進性のある、所得税も重要であるが、マイナンバーを導入して総合課税への道を追求していく必要があるのだが、なかなか実現までは道遠しなのだ。所得税の最高税率（現在４５％）１％の引き上げは、たかだか400億円程度でしかない。財源調達力の面で弱点を持っているのだ。やはり、当面は消費税の引き上げと社会保障・教育支出を同時並行的に進めて行く以外にないと思う。スティグリッツ教授は、アメリカで多段階にわたる消費税が入っていない中で問題点を指摘されるのだが、ＥＵ諸国の付加価値税が豊かな社会保障財源となっている現実を、どのように評価されるのだろうか。聞いてみたい点の一つである。
スティグリッツ教授、あなたもヘリコプターマネー論者なのか？！
もう一つ、「債務と税のジレンマの解消」と言う資料のなかで、日本の政府債務の低下に向けた3つのステップとして、第一に先ほど述べた炭素税による収入増に引き続いて、「政府（日本銀行）が保有する政府債務を無効にする」ことを提起されている。さらに、第三番目として「債務を永久債あるいは長期債に組み換え」を提起され、その説明として

「・政府が直面する金利上昇リスクを移転
　・債務組み換えは、ほとんどお金がかからない
　・永久債の発行は、政府支出に必要な追加的歳入を調達し経済を刺激する　低コストの方法」

とある。（ゴチックは峰崎）
果たして、金利上昇リスクは、誰がどのように負担して行くのだろうか。政府でなければ日銀なのか、日銀は金融機関（銀行）へ転化するのか、金融機関（銀行）は国民に転化するのではないか。要は、インフレタックスによる国民負担の強化でしかないのではないか。スティグリッツ教授もヘリコプターマネー論者になっておられるのだろうか。是非とも聞いてみたい気がする。
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